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該当箇所 意見・理由 

消費者の財産的被害の集

団的な回復のための民事

の裁判手続の特例に関す

る法律施行規則の一部を

改正する内閣府令（案）

第３条の２、第３条の５、

第３条の７及び第５条 

・意見内容 

 左記条文において、いずれも２つの「方法」や「提供」が規定され

ているところ、法に規定する「電磁的方法であって内閣府令で定める

ものにより通知しなければならない」、「電磁的方法による提供であっ

て内閣府令で定めるもの」とは、府令の上記条文に規定する２つの方

法等の両方によらなければならないのか、又は、２つの方法等のうち

どちらかによればよいのか必ずしも明らかでない。 

法の規定や府令案の規定等を踏まえれば、いずれの条文においても、

どちらか１つの方法等によればよいと考えられるが、その認識に誤り

はないか。仮に両方によらなければならないとする場合には、その理

由を具体的かつ明確に明らかにされたい。 

 

・理由 

 府令案において、異なる２つの方法等が列挙され、両方の方法等に

より通知や提供しなければならないのか否か、必ずしも明らかでない

ため。 

 

消費者の財産的被害の集

団的な回復のための民事

の裁判手続の特例に関す

る法律施行規則の一部を

改正する内閣府令（案）

第３条の４ 

・意見内容 

 第３条の４第１項及び第２項において、「届出期間の末日から起算

して百日前の日」及び「届出期間の末日から起算して七十日前の日」

と規定しているが、その理由を具体的かつ明確に示していただきた

い。 

 

・理由 

 同項においてそれぞれ 100 日前、70 日前と規定することとした理

由が明らかでないため。 

 



 

消費者の財産的被害の集

団的な回復のための民事

の裁判手続の特例に関す

る法律施行規則の一部を

改正する内閣府令（案）

第３の６ 

 

・意見内容 

第３条の６第１項第１号に規定する「公告の内容を確認するために

必要な事項」とは何か、具体的かつ網羅的に示されたい。 

 

・理由 

 「公告の内容を確認するために必要な事項」の内容が明らかでない

ため。 

 

 


